
都市部（近畿圏）（※１）

料金所数
（※２）

２０２０年度
（Ｒ２年度）

２０２１年度
（Ｒ３年度）

２０２２年度
（Ｒ４年度）

２０２３年度
（Ｒ５年度）

２０２４年度
（Ｒ６年度）

２０２５年度
（Ｒ７年度）

２０２６年度
（Ｒ８年度）

・・・
2030年度頃
（Ｒ12年度頃）

ＮＥＸＣＯ
西日本

９４ ・・・

※４ 導入後の運用状況、 ETCの普及状況、関係機関との協議等により、適時変更の可能性

近畿圏
（京阪神地区及び京奈和道の内側）

数箇所で導入 ⇒ 順次拡大（ 7～8割程度）
（70箇所程度）

※３ カメラ等の設置や関係機関との協議等

ETC専用化等のロードマップについて

導入準備
（※３）

※１ 令和７年４月に開催される予定の「大阪・関西万博」への影響も考慮し、適時変更の可能性

※２ 令和２年１２月１日現在の既存料金所のうちＥＴＣ専用運用されていない課金料金所数

料金所数
（※２）

２０２０年度
（Ｒ２年度）

２０２１年度
（Ｒ３年度）

２０２２年度
（Ｒ４年度）

２０２３年度
（Ｒ５年度）

２０２４年度
（Ｒ６年度）

２０２５年度
（Ｒ７年度）

２０２６年度
（Ｒ８年度）

・・・
2030年度頃
（Ｒ12年度頃）

ＮＥＸＣＯ
西日本

３３９ ・・・

都市部において
５年後概成

地方部を含めて
１０年後概成

導入準備
（※３）

数箇所で導入 ⇒ 運用状況や各地域の特性等を
考慮しつつ順次拡大

全線

地方部

順次拡大 ⇒ 全線

（参考）令和２年１２月１７日公表資料抜粋


